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研究成果の概要（和文）：ホタテガイの主要生産地である北海道南部において、ホタテガイの致死的細菌感染症
であるフランシセラ症の発生状況を調査し、海域や年度によって発生状況が異なること、さらに広範囲の養殖場
で本症が発生しているを明らかにした。感染実験でにおいて急激な水温上昇は感染個体の死亡のトリガーになる
ことが示唆されたが、振動の影響は認められなかった。養殖種苗とする稚貝の場合、中間育成手法は本症の発生
に影響をもたらすことも示され、特に飼育密度を早期に下げることは本症の改善に結びつくと考えられた。

研究成果の概要（英文）：In the southern part of Hokkaido, a major production area for scallops, the 
occurrence of  a fatal bacterial infection francisellosis of scallops was investigated. It was 
revealed that the occurrence of the disease varies depending on culture area and year, and that the 
disease occurs in a wide range in Hokkaido area. Infection experiments suggested that rapid 
increases in water temperature can trigger the death of infected individuals, but no impact of 
vibration was observed. In the case of seed scallops used for aquaculture, it was also shown that 
the intermediate rearing method can influence the occurrence of this disease, and it was believed 
that reducing the rearing density at an early stage would contribute to the improvement of the 
disease.

研究分野： 魚病学

キーワード： 二枚貝　感染症　養殖　疫学　感染実験　細菌　防疫

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
ホタテガイは我が国で重要な水産物であるが、その持続的な生産の脅威となるフランシセラ感染症に関する知見
は少なく、問題解決が進んでいなかった。本研究により、本症の発生は漁場環境や生産手法の影響を強く受ける
ことが示唆され、問題解決に向けた調査研究の方向性が示されたことは産業的に意義があると言える。また原因
細菌の感染に加えて、宿主であるホタテガイの生理条件が本症の発生と深く関与していること、特に、良好な条
件で飼育されているホタテガイ稚貝では原因細菌をある程度排除できることも示された。この結果から、不明な
点が多い二枚貝の生体防御と感染症に関する研究の方向性が示唆されたことは、学術的な意義が大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

国内のホタテガイは養殖と漁獲により生産されるが、その総生産額は 1000 億円を超える。ま

た輸出金額も水産物では最大の 591 億円(2015 年)を誇り、国内水産業を牽引する最重要水産物

である。しかし、2016 年頃より北海道内浦湾（噴火湾）でホタテガイの大量死が顕在化、地域

経済への影響が懸念されている。ホタテガイの大量死については環境要因によるものが知られ

ていたが、近年、申請者らによって細菌 Francisella halioticida による感染症が関与する可能性

が示唆された。本症はホタテガイのほか、ムラサキイガイやアワビ類にも病原性を示すことが報

告されており、他の有用貝類への影響も懸念されるため、対策研究はホタテガイ産業のみならず、

水産学的に喫緊の課題である。 
F. halioticida (以降、Fh)によるホタテガイのフランシセラ症はカナダの養殖ホタテガイから

報告され（Meyer et al., 2017）、その後、申請者らが国内での発生を確認（Kawahara et al. 2018）、
さらに、その病害性は感染実験で実証された（Kawahara et al. 2019）。一方、疾病対策に必要

な基盤情報は、疫学情報等マクロな情報も、病原体の性状、疾病発症機序などのミクロな情報も

依然として乏しい。また養殖用種苗として使用する稚貝の供給はホタテガイ生産に不可欠であ

りながら、稚貝に対する Fh の影響も明らかにされていない。 
２．研究の目的 

獲得免疫能がない軟体動物の場合、脊椎動物の感染症対策に用いられるワクチン開発は不可

能である、また、天然の植物プラントンを餌としている二枚貝では、生産時の化学療法も不可能

である。そのため本病への対策は病原体の拡散防止ならびに病原体が存在する中での養殖技術

の改良と育種による耐病性品種作出によらざるを得ない。そこで、本研究では拡散防止ならびに

養殖技術改良のために必要となるフランシセラ感染症に関する基礎的知見の集積を目指した。 
３．研究の方法 
（１）ホタテガイ成貝を対象としたフランシセラ感染症疫学調査 

北海道南部海域に位置する A養殖場と B養殖場で本養成するホタテガイ成貝を対象とし、A養

殖場については 2020年度から 2021年度、B養殖場については 2020年度から 2022年度の期間、

フランシセラ感染症の疫学調査を実施した。毎月、養殖用ロープ 1本を取り上げ、当該ロープで

飼育するホタテガイの生残率を計測、その後、ランダムに選んだ 30 個体について、フランシセ

ラ感染症でしばしば見られる閉殻筋部の膿瘍形成の有無を観察し、その後、閉殻筋部における Fh

の保菌率を PCR 法で調査した。なお、サンプル採取時には環境データ（水温、塩分、クロロフィ

ル量）の測定も行い、漁場環境とフランシセラ発症との関係についても検討した。 

また、2022年に北海道東部海域で生産されたホタテガイの閉殻筋に膿瘍状の構造が見られる

という情報が得られたため、当該サンプルを取り寄せ、Fhの診断も実施した。 

（２）中間育成中の養殖用種苗・稚貝におけるフランシセラ感染症の疫学調査 

自然界で発生したホタテガイ稚貝は７月頃に網目状のコレクターで回収され、８月ごろから

中間育成施設のカゴに収容され、本養成を開始する翌年の３月末まで飼育される。そこで、この

中間育成中の稚貝における Fhの影響について、北海道南部海域に位置する A養殖場で中間育成

する稚貝を毎月採取し、稚貝の生残率と Fhの感染率を調査した。また、稚貝の大量死亡時によ

く見られることが報告されている貝殻の外部異常（変形・欠刻）についても合わせて調査した。

本調査は 2020年から 2021年に実施した。 



 

 

（３）中間育成条件とフランシセラ感染症との関係 

ホタテガイ稚貝の中間育成において、回収した稚貝は一旦カゴに収容して飼育し、その後、

稚貝が成長した秋頃に再度カゴ内の飼育密度を調整する作業を実施する。最初の収容作業を仮

分散、二回目の作業を本分散と呼ぶが、これまでに、それぞれの作業における収容密度と、本分

散の実施時期は、その後の稚貝の生残率に影響をもたらすことが経験的に知られている。そこで

この分散作業の実施時期と調整密度を様々に変えた実験区を設け、稚貝の生残率、死亡率、Fh感

染率および貝殻の外部異常率を調査し、中間育成時の飼育条件が稚貝のフランシセラ感染症に

及ぼす影響を調査した。2020年度は仮分散密度（『高』と『低』の 2 条件）、本分散時期（9 月と

10 月の 2 条件）、本分散密度（１カゴあたり 30, 50, 70 個体の 3 条件）の組み合わせを変えた

計 12の実験区を設け、中間育成が終了する 3 月に全実験区の稚貝の状態を調べた。この実験の

結果を受けて、2021 年度には仮分散密度は『高』、本分散密度は 50 に揃えたが、本分散作業時

期を 9 月と 10 月と変えた 2つの実験区を設け、9 月から 3 月まで定期的なモニタリングを実施

した。 

（４）フランシセラ症感染症に対する環境要因の影響 

水温が急激に変化した際や養殖施設が波による振動を受けた際にホタテガイの死亡が多発す

るという情報がある。そこで、これらの環境要因がフランシセラ感染症の影響を増幅する可能性

を考え、水温上昇および振動の影響を評価する感染実験を実施した。水温変化による影響を評価

する実験としては、2020年 11 月にホタテガイの成貝を北海道立栽培水産試験場にて 5～10℃の

水温範囲で飼育、2週間の馴致後に Fh 懸濁液による浸漬攻撃を実施し、55日間飼育した。その

後、水温を 18℃に昇温させ飼育した。実験期間中、攻撃区と対象区の死亡率を比較した。 
また、振動の影響については、同じ由来のホタテガイをエアレーションで振動を与えて飼育

する振動区と与えない静置区に分けて飼育、10日後に Fh 懸濁液による浸漬攻撃を行い 40日間
飼育した。その後、水温を 18℃となるよう昇温し、振動区と静置区の死亡率を、攻撃群と対照

群で比較した。 
（５）生産現場における迅速診断法開発 

特異抗体を用いたイムノアッセイは簡便かつ鋭敏に対象とする抗原を検出でき、また特別な

機材を必要としないため、病原体の診断法にも用いられる。そこで当該手法をフランシセラ感染

症に応用することを考え、Fhの特異抗体を作成し、金コロイドと併用した Fh 診断イムノアッセ

イ法の開発を試みた。培養した Fhをウサギに免疫し、抗 Fh-IgGを含む血清を作成した。この血

清の Fhに対する反応性を免疫組織染色で確認後、金コロイド粒子と結合させ、この金コロイド

粒子が Fhと反応する際の最適条件の検討を行なった。 

４．研究成果 

（１）ホタテガイ成貝を対象としたフランシセラ感染症疫学調査 

A 養殖場では 2017 年から 2019 年まで成貝の死亡が継続して起こり、また、生残率が顕著に

低下する夏頃には Fh の保有率

が上昇していた(Kawahara、未

発表)。しかし、本研究で調査を

実施した 2020 年からは大規模

な死亡は起こらず、また Fh 感

染率も低く推移した。一方、A海

域から西方に約 20 km離れてい
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図１：B海域における4 年間に渡る成貝調査結果
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る B海域では夏頃に時折高い Fh感染率が認められ、2021年には 3 月時点で 40%を超える死亡も

認められた（図１）。地理的に離れた A養殖場と B養殖場での様相の違いから、漁場によって Fh

の流行状態やそれに伴って発生する死亡状況は異なることが示唆された。今後は、両漁場におけ

る Fhの流行状態と漁場環境を精査することで、フランシセラ感染症に及ぼす環境の影響を評価

することが求められる。 

また、2022年に調査対象海域ではない北海道東部海域で生産されたホタテガイについて、膿

瘍部位を調べたところ、Fh が検出された。このことから、フランシセラ感染症は北海道のホタ

テガイ養殖場に広まっていると考えられた。 

（２）中間育成中の養殖用種苗・稚貝におけるフランシセラ感染症の疫学調査 

上述したように、A養殖場で生産する成貝では 2020年以降、ホタテガイの顕著な大量死は起

きておらず、Fhの検出率も低かった。2020年および

2021年に稚貝を対象とした調査でも生残率は高く推

移し、Fh保有率と貝殻変形率も低く推移した（図２）。

このことから、A 養殖場ではフランシセラ感染症が

調査期間にはほぼ発生していなかったと考えられ

た。このような年による発生の変動は、漁場環境の

変化によるものである可能性が考えられる一方で、

実際に生産されている稚貝を採取した調査であるた

め、近年の生産量激減を受けて生産者が生産手法を

変え、その結果、状況が改善された可能性も否めな

い。 

（３）中間育成条件とフランシセラ感染症との関係 

2020 年度に実施した実験では、仮分散密度が高く、さらに本分散を 10 月に実施した実験区

では、実験終了時である 3 月には累積死亡率が顕著に高くなることがわかった（図３）。また、

この条件では、Fh感染率と貝殻変形率も当該実験区では高く、殻長も小さかった（図３）。その

ため、9 月から 10 月の期間に本分散することなく高密度で飼育された稚貝は Fhに罹りやすくな

り、その結果、死亡と貝殻の変形、さらには成長の低下が起こると考えられた。なお、2021年度

も同様の実験を実施したところ、2020 年度ほど明確ではなかったものの、仮分散密度が高く、

さらに本分散時期が 10 月と遅い実験区では高い死亡率が認められている。 

この現象の詳細を探るため、2021 年度には仮分散密度は高いが本分散作業時期を 9 月と 10

月と変えた実験区を設け、9 月から 3 月まで定期的にモニタリングした。その結果、9 月に本分

散を行なった実験区では Fhの感染率は 12 月以降顕著に低下するものの、10 月に本分散を行な

った区では逆に上昇した（図４）。qPCRによる解析では 12 月に Fhの菌量が増加しており、10 月

本分散群では Fhの増殖を抑制することができなくなっていることが示唆された。また、死亡は

12 月と 2 月に、貝殻

変形は１月に多いこ

とから、Fh が一旦増

加し、その後、減少に

転じる頃に死亡や貝

殻の変形が起こると

考えられた。 
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図２：A海域における稚貝定期調査
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（４）フランシセラ症感染症に対する環境要因の影響 

Fh 懸濁液を用いた浸漬攻撃試験は、5～10℃の範囲で水温を調節

しなかった場合、55日間に渡り攻撃区でも死亡はほとんど発生しな

かったが、水温を 18℃まで上昇させたところ、攻撃区で死亡が発生

した（図５）。対照区では死亡が発生しなかったことを鑑みると、Fh
の感染した個体では急激な温度変化などのストレスにより死亡する

と考えられた。一方、振動区も振動を与えなかった実験区でも昇温ま

でには死亡率に大きな違いはなく、どちらも昇温後に攻撃区で顕著

な死亡が発生した（図６）。このことから、振動や急激な水温上昇自

体はホタテガイの死亡原因にはならないこと、一方、Fh に感染した

ホタテガイの場合、急激な温度変化は死亡を引き起こすが、振動は影

響を及ぼさないことが強く示唆された。 
（５）生産現場における迅速診断法開発 

培養した Fh で免疫したウサギの血清を用い、Fh 感染ホタテガイ組織に対する免疫染色を行

なったところ、血球内に明確な陽性反応を認められた（図７）。当該血清の Fhに対する特異性を

検討するため Fhと同属である魚病細菌に対する凝集試験を実施したが、凝集性が認められたこ

とから、Fh 特異血清ではなかった。しかし、この Fh 同属細菌は貝類から検出された例がないた

め、ホタテガイの Fh を検出する目的での使用は可能であると判

断した。そこで、この血清から精製した IgGを結合させた金コロ

イドを作成し、Fhに対する反応性を検討したが、最適な反応条件

の決定までには至らなかった。今後は更なる条件検討を行う必要

がある。 

（６）研究のまとめ 

以上の研究より、ホタテガイの死亡を引き起こす Fhはホタテガイの主要生産海域である北海

道周囲に既に拡散していることが強く示唆された。その一方、Fh が引き起こすフランシセラ感

染症の発生状況は海域や年により異なっており、漁場環境は本症の発生に強く影響することが

考えられた。今後は、複数の養殖海域で本症の発生状況のモニタリングを行い、本症の発生に影

響する漁場環境を抽出することが望まれる。 

本研究では実験的に与えた急激な水温上昇がホタテガイの死亡をもたらすことが強く示唆さ

れた。今回与えた水温上昇は自然界で現実的に発生しうる範囲を超えているとは言え、水温の急

激な変動が短期的に本症による死亡を引き起こす可能性はありうる。一方、時折、振動による死

亡への影響は実験結果からは考えにくいと判断された。 

さらに、稚貝では中間育成時の条件がフランシセラ症の発生に関わることが示唆された。生

産者は時々の状況に応じて生産手法を柔軟に変更させるようであり、海域や年度による本症の

発生の違いは、そのような生産者の活動を反映した可能性も否定できない。しかし、実験結果ら

は最適な生産手法により、稚貝における被害を軽減させることが可能であることが強く示唆さ

れた。 

本研究では Fhに対して反応性を有する抗血清の作成には至ったが、金コロイドを用いた簡便

な検査手法の開発までには至らなかった。PCR や qPCR による検出手法は現場レベルでの診断と

してはハードルが高く、LAMP 法などの他の手法も視野に入れた簡易診断手法の開発は今後も望

まれる。 
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図６：昇温と振動の評価実験
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図７：抗Fh血清による免疫染色結果
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